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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複写・

無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[無料教材]ページからYouTube動画を

ご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験教

材]ページからご覧ください。 

 
 

  



 

 ☆☆☆解答に当たっての注意事項☆☆☆  

 

・  試験問題については、特に指示のない限り、2022年4月1日現在施行の

法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者等に対

する各種特例等については考慮しないものとします。  

 

・  次の各問について答えを1つ選び、その番号を解答用紙にマークしてく 

ださい。  

 

 

  



【第1問】下記の(問1)、(問2)について解答しなさい。 

 

問1 

ファイナンシャル・プランニング業務を行うに当たっては、関連業法を順守す

ることが重要である。ファイナンシャル・プランナー(以下「FP」という)の行為に

関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.生命保険募集人、保険仲立人の登録を受けていないFPが、生命保険契

約を検討している顧客のライフプランに基づき、必要保障額を具体的に試算

し、相談料金を受け取った。 

 

2.投資助言・代理業の登録を受けていないFPが、顧客と投資顧問契約を締

結し、当該契約に基づいて具体的な投資銘柄と投資タイミングについて有

償で助言をした。 

 

3.税理士資格を有していないFPが、相続対策を検討している顧客に対し、

一般的な相続税制度の仕組みと手順を解説し、相談料金を受け取った。 

 

  



【答え】 

1.適切 

生命保険募集人の登録をしていない者は、保険の募集や勧誘をしてはいけ

ません。 

ただし、将来の必要保障額の試算や保険の見直しをすることは制限されて

いませんので、募集人の登録をしていない FP であっても行うことができま

す。 

 

 

2.不適切 

金融商品取引業者として登録を受けていない FP は、投資助言・代理業・投

資運用業を行ってはいけない。また、有価証券などのポートフォリオのプラン

ニングすることもできません。投資判断の前提となる基礎資料となる景気動

向や企業業績などを知らせるだけでは投資判断の助言とはなりません。 

 

具体的な銘柄や投資タイミングの助言を行うためには、投資助言・代理業の

登録を受ける必要があります。 

 

 

3.適切 

税理士資格を持たないFPは、具体的な税務相談や税務書類の作成を行っ

てはいけません。また、有償・無償にかかわらず税務相談を行うことができま

せん。ただし、仮の事例や、一般的な税法の解説は行うことができます。 

 

 

 

したがって正解は、2 

  



問2 

下記は、神田家のキャッシュフロー表(一部抜粋)である。このキャッシュフロ

ー表の空欄(ア)、 (イ)にあてはまる数値の組み合わせとして、正しいものはど

れか。なお、計算過程においては端数処理をせず計算し、計算結果につい

ては万円未満を四捨五入すること。 

 

 
 

 
  



【答え】 

[複利計算の計算式] 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

1.(ア)  

・基本生活費 基準年380万円 

・変動率2% 

・4年後の基本生活費 

 

4年後の基本生活費=380万円×(1+2÷100)4乗=411.3…→411万円(万円未

満四捨五入) 

 

 

2.(イ)  

金融資産残高を求めるには、前年金融資産残高に変動率を乗じた金額に、

年間収支を加減して計算します。 

 

・前年の金融資産残高865万円 

・変動率1% 

・年間収支177万円 

 

 

金融資産残高=865万円×(1+1÷100)1乗+177万円=1,050.65万円→1,051万

円 

 

 

したがって正解は、2 

  



【第2問】下記の(問3)~(問5)について解答しなさい。 

問3 

下記<証券口座の概要>に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

なお、一般口座とは、課税口座のうち特定口座以外の口座をいうものとす

る。 

 

 
 

1.(a)は、口座開設年の1月1日において成人でなければ開設できない。  

 

2.(b)で売却した上場株式の所得は、いかなる場合でも確定申告はできな

い。  

 

3.(c)で売却した上場株式の損失は、同年に(a)で売却した上場株式の所得と

損益通算ができない。 

 

  



【答え】 

1. (a)不適切 

未成年者でも、一般口座や特定口座を開設することは可能です。 

 

※2022年4月1日の民法改正により成人年齢が20歳から18歳に引き下げられ

たことで、18歳で証券口座が開設できるようになりました。 

 

 

2. (b)不適切 

特定口座(源泉徴収あり)を選択した場合、譲渡益や配当益などを証券会社

が計算して、源泉徴収を行うため、確定申告が不要です。 

ただし、他の証券口座で生じた損益と損益通算する場合など、確定申告をし

て精算することも可能です。 

 

 

3. (c)適切 

NISA口座内で生じた損失は、一般口座や特定口座の譲渡益と損益通算す

ることはできません。 

 

 

 

したがって正解は、3 

  



問4 

広尾さんは、預金保険制度の対象となるHA銀行の国内支店に下記<資料>

の金融資産を預け入れている。仮に、HA銀行が破綻した場合、預金保険制

度によって保護される金額として、正しいものはどれか。 

 

<資料> 

 
 

 

1. 580万円 

2. 700万円 

3. 860万円 

 

 

  



【答え】 

[預金保険制度] 

金融機関が破綻した場合、預金者・投資者・保険契約者を保護する制度で

す。金融機関が預金保険料を預金保険機構に支払い、万が一、金融機関

が破綻した場合には、預金保険機構が一定額の保険金を支払うことにより預

金者を保護する制度です。 

 

[預金保険制度による保護の対象] 
●保護対象の預金 

→普通預金・定期預金・当座預金・貯蓄預金・通知預金等 

※その他の保護対象 

定期集金・掛金・元本補填契約のある金銭信託・金融債（保護預り専用に限

る）などがあります。 

※確定拠出年金制度で運用されている預金も、普通預金などと同様に、預

金商品は預金保険制度による保護の対象となります。ここは試験に出やすい

です。 

 

●保護対象外の商品 

外貨預金・投資信託・譲渡性預金・オフショア預金・無記名預金・外国銀行

に預けた預金等 

※外貨預金は国内外の銀行問わずに対象外となります。 

 

 

[本問の場合] 

普通預金と定期預金は預金保険制度の対象ですが、 

外貨預金や投資信託は保護の対象外です。 

 

保護される金額=360万円+220万円=580万円 

 

 

したがって正解は、1 

  



問5 

下記は、投資信託の費用についてまとめた表である。下表の空欄(ア)~(ウ)に

入る語句として、最も適切なものはどれか。 

 

 
 

 

1.空欄(ア):「同額である」  

2.空欄(イ):「毎日」  

3.空欄(ウ):「委託会社(運用会社)が受け取る」 

 

  



【答え】 

ア.不適切 

投資信託の購入時手数料は、金融機関(販売会社)ごとに異なります。 

 

 

イ.適切 

運用管理費用 (信託報酬)は、投資信託を保有期間中に日々差し引かれる

手数料です。 

 

 

ウ.不適切 

保有している投資信託を途中で売却や解約する場合、保有し続ける投資家

の方に迷惑がかからないよう、売却に伴う手数料等を解約者が負担します。

これは信託財産留保額という費用です。 

 

信託財産留保額は、信託財産の中に留保されるものですので、販売会社や

委託会社(運用会社)が受け取るものではありません。 

 

 

 

したがって正解は、2 

  



【第3問】下記の(問6)、(問7)について解答しなさい。 

問6 

建築基準法に従い、下記<資料>の土地に建築物を建築する場合の延べ面

積(床面積の合計)の最高限度として、正しいものはどれか。なお、記載のな

い条件については一切考慮しないこととする。 

 

<資料> 

 
 

 
 

  



【答え】 

[延べ面積の上限の計算式] 

延べ面積の上限＝土地面積×その土地の容積率 

 

容積率には、前面道路の幅が 12m未満の場合、用途地域によって制限があ

ります。計算式結果と指定容積率を比べて、小さいほうが容積率の上限です。

（前面道路の幅が 12m以上は指定容積率を使用） 

 

住居系用途地域の場合……前面道路幅×4／10 

その他の用途地域の場合…前面道路幅×6／10 

 

本問は前面道路の幅員は 7ｍ道路となります。 

用途地域は近隣商業地域ですので乗数は 6/10 で計算します。 

 

本問資料より、指定容積率は 400％、 

前面道路の幅×法定乗数が「7ｍ×6/10＝4.2(420％)」となります 

   

指定容積率 400%＞計算後の指定率 420% 

容積率は 2 つを比べて小さい方の容積率 400％を使用します。 

 

敷地面積は 300㎡ですので、延べ面積の限度は、 

 

 300㎡×400%＝1,200㎡ 

 

 

 

したがって正解は、2 

  



問7 

不動産の取得・保有に係る税金について、下表の空欄(ア)~(ウ)にあてはまる

語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

 
 

 

  



【答え】 

1.不適切 

登録免許税は、不動産、船舶、航空機、会社、人の資格などについて登記

や、登録、特許、免許、許可、認可、指定および技能証明について課税され

る国税となります。 

 

 

2.適切 

固定資産税は、不動産を所有している人が、固定資産の所在する市町村に

収める税金のことをいいます。 

 

[固定資産税の内容] 

納税義務者 毎年1月1日に固定資産税台帳に登録されている者。 

課税主体 不動産がある市町村(地方税) 

課税標準 固定資産税評価額 

 

 

3.不適切 

不動産取得税の課税標準は、固定資産税評価額となります。 

 

 

 

したがって正解は、2 

  



【第4問】下記の(問8)~(問10)について解答しなさい。 

問8 

横川浩さんが加入しているがん保険(下記<資料>参照)の保障内容に関する

次の記述の空欄(ア) にあてはまる金額として、正しいものはどれか。なお、

保険契約は有効に継続しているものとし、浩さんはこれまでに<資料>の保険

から保険金および給付金を一度も受け取っていないものとする。 

<資料> 

 

 
  



【答え】 

・がん入院給付金 

 日額10,000円×21日=21万円 

 

・がん診断給付金 

 100万円 

 

・手術給付金 

 10,000円×40倍=40万円 

 

合計=161万円 

 

 

 

したがって正解は、2 

  



問9 

牧村健太さんが2021年中に支払った生命保険の保険料は下記<資料>のと

おりである。この場合の健太さんの2021年分の所得税の計算における生命

保険料控除の金額として、正しいものはどれか。なお、<資料>の保険につい

て、これまでに契約内容の変更はないものとする。また、2021年分の 生命保

険料控除額が最も多くなるように計算すること。 

 

<資料> 

 
 

1. 39,560円  

2. 40,000円  

3. 71,110円 

 

  



【答え】 

●定期保険 

78,240万円×1/4+20,000円=39,560円 

 

●医療保険 

46,200万円×1/4+20,000円=31,550円 

 

 

2021年分の生命保険料控除額=39,560円+31,550円=71,110円 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



問10 

浅田道弘さんが契約している任意加入の自動車保険の主な内容は、下記<

資料>のとおりである。<資料>に基づく次の記述のうち、この契約で補償の対

象とならないものはどれか。なお、いずれも保険期間中に発生したものであ

り、被保険自動車の運転者は道弘さんである。また、記載のない事項につ 

いては一切考慮しないものとする。 

 

<資料> 

 
 

 
 

  



【答え】 

1. 補償対象 

一般条件の車両保険は、自損事故に対応します。 

単独事故による車両の損傷で生じた修理費用も補償されます。 

 

 

2. 補償対象 

人身障害補償保険は、過失割合にかかわらず損害の全額を補償する保険と

なります。 

相手方が逃走し、損害賠償金を受けることができない場合も補償の対象で

す。 

 

 

3. 補償対象外 

対人賠償保険は他人を死傷させて賠償責任を負った場合に、自賠責保険

での不足額を補償するものです。 

運転者自身や家族の死傷については補償されません。 

 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



【第5問】下記の(問11)、(問12)について解答しなさい。 

問11 

山田さんは、別荘として利用していた土地および建物を売却する予定であ

る。売却に係る状況が下記<資料>のとおりである場合、所得税における次の

記述の空欄(ア)、(イ)にあてはまる数値または語句の組み合わせとして、最も

適切なものはどれか。 

 

<資料> 

 
 

1.(ア)300  (イ)短期  

2.(ア)800  (イ)短期  

3.(ア)800  (イ)長期 

 

 

  



【答え】 

ア.  

[譲渡所得の計算式] 

 

譲渡価額-取得費-譲渡費用=譲渡所得 

 

3,000万円-2,000万円-200万円=800万円 

 

 

イ.  

 

 

短期譲渡所得 

譲渡した年の1月1日時点の所得

期間が5年以内であるもの 

税率39% 

(所得税30%・住

民税9%) 

 

長期譲渡所得 

譲渡した年の1月1日時点の所得

期間が5年超えるもの 

税率20% 

(所得税15%・住

民税5%) 

 

 

[本問の場合] 

取得日が、2012年1月10日で所有期間が5年を超えているため、長期譲渡所

得となります。 

 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



問12 

杉山さんは2022年中に勤務先を退職し、個人事業主として美容室を始め

た。杉山さんの2022年分の各種所得の金額が下記<資料>のとおりである場

合、杉山さんの2022年分の所得税における総所得金額として正しいものはど

れか。なお、杉山さんの2022年中の所得は<資料>に記載されている所得以

外にはないものとする。 

 

<資料> 

 
 

1. 660万円 

2. 560万円 

3. 460万円 

 

 

 

  



【答え】 

総所得金額とは、総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額のことを

言います。  

 

損益通算とは、所得税額を計算する際に、不動産所得・事業所得・山林所

得・譲渡所得の金額に損失が生じた場合、その損失額をほかの所得の金額

から控除することを言います。 

 

[本問の場合] 

・事業所得と給与所得は総合課税ですので、総所得金額に算入しますが、

退職所得は申告分離課税ですので、総所得金額には算入しません。 

 

 

総所得金額=360万円+200万円=560万円 

 

 

 

 

したがって正解は、2 

  



【第6問】下記の(問13)~(問15)について解答しなさい。 

問13 

2022年9月1日に相続が開始された宇野沙織さん(被相続人)の<親族関係図

>が下記のとおりである場合、民法上の相続人および法定相続分の組み合

わせとして、正しいものはどれか。なお、記載のない条件については一切考

慮しないこととする。 

 

 
 

1.康史 1/2  昭雄 1/4  小百合 1/4 

2.康史 2/3  昭雄 1/6  小百合 1/6 

3.康史 2/3  明人 1/3 

 

 

  



【答え】 

[法定相続人] 

配偶者は、常に法定相続人となり、親族は、子・直系尊属・兄弟姉妹の順に、

先の順位者がいない場合に、法定相続人となります。 

順位 範囲 備考 

第１順位 

 

子 養子・嫡出子・非嫡出子・相続開始時

の胎児を含む 

第２順位 

 

直系尊属 

(父母･祖父母の順) 

第1順位の子がいない場合、父母へ、

父母がいない場合は 

祖父母へと引き継ぐ 

第３順位 兄弟姉妹 第１順位、第２順位がいない場合 

[法定相続分] 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

[本問の場合] 

法定相続人「康史さん・昭雄さん・小百合さん」の3人です。 

法定相続分 

・康史さん：2/3 

・昭雄さん：1/3×1/2=1/6 

・小百合さん：1/3×1/2=1/6 

 

したがって正解は、2 

  



問14 

妹尾勇二さん(78歳)は、将来発生するであろう自身の相続について、遺産分

割等でのトラブルを防ぐために公正証書遺言の作成を検討しており、FPの塩

谷さんに相談をした。公正証書遺言に関する塩谷さんの次の説明のうち、最

も適切なものはどれか。 

 

1.「すでに作成した公正証書遺言を撤回したい場合、自筆証書遺言では撤

回することはできません。」  

 

2.「公正証書遺言を作成する場合、証人の立会いは必要ありません。」  

 

3.「公正証書遺言を作成した場合、相続発生後、家庭裁判所に対してその

検認を請求する必要はありません。」 

 

  



【答え】 

[遺言の種類] 

 作成方法 証人 検認※ 

自筆証書遺言 遺言者が遺言の、全文、日

付、氏名を自書し押印する。 

遺言の全文は手書きで書く

必要ありましたが、法改正に

より財産目録に関してはパソ

コン等での作成も認められる

ようになりました。 

不要 必要 

(自筆証書遺言

保管制度を利

用し、法務局に

保管した場合は

検認不要となり

ます。 

公正証書遺言 公証人2名以上の立会いの

もと、遺言者が口述し、公証

人が筆記する。 

2人以

上 

不要 

秘密証書遺言 遺言者が遺言書を作成し、

署名押印し、封印。公証人

が日付等を記入する。パソコ

ンや代筆も可能。 

2人以

上 

必要 

 

1.不適切 

遺言書の撤回は、遺言書の形式は問わず、新しい遺言書が有効になりま

す。 

よって、自筆証書遺言で公正証書遺言の内容を撤回することは可能です。 

 

2.不適切 

公正証書遺言を作成する場合、公証人は2人以上必要です。 

 

3.適切 

検認とは、遺言書の偽造等を防止するための手続きで家庭裁判所が遺言書

の内容を確認します。 

公正証書遺言は検認不要です。 

 

したがって正解は、3 

  



問15 

細川亜実さん(32歳)が2022年中に贈与を受けた財産の価額と贈与者は以下

のとおりである。亜実さんの2022年分の贈与税額として、正しいものはどれ

か。なお、2022年中において、亜実さんはこれ以外の財産の贈与を受けて

おらず、相続時精算課税制度は選択していないものとする。 

 

 
  



【答え】 

相続時精算課税制度は、贈与を受けたときに特別控除額2,500万円まで贈

与税が非課税となります。 

ただし、本問では「相続時精算課税制度は選択していないものとする。」とあ

るので、2,500万円の控除はありません。 

 

暦年課税は、一人当たり年間110万円の基礎控除を受けることができます。 

 

400万円+60万円-110万円=350万円 

 

細川亜実さんは18歳以上で、父・祖母からの直系尊属からの贈与となるた

め、贈与税の速算表(イ)の基礎控除後の課税価格200万円超400万円以下

の税率15%・控除額10万円で計算します。 

 

 

350万円×15%-10万円=42.5万円 

 

 

したがって正解は、1 

  



【第7問】下記の(問16)~(問20)について解答しなさい。 

<設例> 藤原健吾さんは株式会社PEに勤務する会社員である。健吾さんは

今後の生活設計について、FPで税理士でもある馬場さんに相談をした。な

お、下記のデータはいずれも2022年9月1日現在のものである。 

 

 

  



問16 

FPの馬場さんは、藤原家の2022年9月1日現在のバランスシートを作成した。

下表の空欄(ア)にあてはまる金額として、正しいものはどれか。なお、<設例>

に記載のあるデータに基づいて解答することとする。 

 

 
 

1. 1,220(万円)  

2. 1,920(万円)  

3. 1,960(万円) 

 

  



【答え】 

 
 

純資産は、資産合計-負債合計で求めます。 

 

●資産合計 

普通預金：280万円 

定期預金：200万円 

投資信託：240万円 

個人向け国債：30万円 

上場株式：430万円 

生命保険(解約返戻金相当額)：40万円 

不動産(自宅マンション)：2,800万円 

合計=4,020万円 

 

●負債合計 

住宅ローン(自宅マンション)：2,100万円 

 

 

(ア)4,020万円-2,100万円=1,920万円 

 

したがって正解は、2 

  



問17 

健吾さんは、60歳で定年を迎えた後、公的年金の支給が始まる65歳までの5

年間の生活資金に退職一時金の一部を充てようと考えている。仮に、退職一

時金のうち600万円を年利1.0%で複利運用しながら5年間で均等に取り崩す

こととした場合、毎年の生活資金に充てることができる最大金額として、正し

いものはどれか。なお、下記<資料>の3つの係数の中から最も適切な係数を

選択して計算し、解答に当たっては万円未満を切り捨てること。また、税金や

記載のない事項については一切考慮しないこととする。 

 

 
 

1. 114万円 

2. 117万円 

3. 123万円 

 

  



【答え】 

資本回収係数は、現在の一定額を一定期間で取崩した場合の毎年の取崩

し受取額を求めます。 

   

 
 

 

6,000,000円×0.20604=1,236,240円 

              =1,230,000円(万円未満を切り捨て) 

 

 

 

したがって正解は、3 
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問18 

健吾さんは、通常65歳から支給される老齢基礎年金および老齢厚生年金を

繰り下げて受給できることを知り、FPの馬場さんに質問をした。老齢基礎年

金および老齢厚生年金の繰下げ受給に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。なお、老齢基礎年金および老齢厚生年金の受給要件は満

たしているものとする。 

 

1.老齢基礎年金および老齢厚生年金を繰り下げて受給した場合の年金額

は、繰下げ年数1年当たり7 %の割合で増額された額となる。 

 

2.老齢基礎年金と老齢厚生年金は、どちらか一方のみを繰り下げて受給す

ることができる。  

 

3.老齢基礎年金および老齢厚生年金を繰り下げて受給した場合には、一生

涯増額された年金を受給することになる。 

 

 

  



【答え】 

1.不適切 

繰下げ支給は1が月あたり0.7%の割合で増額されます。 

1年あたりの増確率は、0.7%×12月=8.4%となります。 

 

 

2.適切 

年金の繰上げの場合は、老齢基礎年金と老齢厚生年金を同時に繰上げる

必要がありますが、 

年金の繰下げの場合は、どちらか一方のみを繰り下げて受給することができ

る。  

 

 

3.適切 

年金の繰上げ・繰下げを請求した場合、撤回することはできず、生涯に渡っ

て適用されます。 

 

 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



問19 

健吾さんの公的年金加入歴は下記のとおりである。仮に、健吾さんが現時点

(46歳)で死亡した場合、健吾さんの死亡時点において妻の恵子さんに支給

される公的年金の遺族給付に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれ

か。なお、健吾さんは、入社時(22歳)から死亡時まで厚生年金保険に加入し

ているものとし、遺族給付における生計維持要件は満たされているものとす

る。 

 

 
 

1.遺族基礎年金と中高齢寡婦加算額が加算された遺族厚生年金が支給さ

れる。  

 

2.遺族厚生年金と寡婦年金が支給される。  

 

3.中高齢寡婦加算額が加算された遺族厚生年金が支給される。 

 

 

 

  



【答え】 

[遺族基礎年金] 

対象者 

死亡した者によって生計を維持されていた、子のある配偶者・子 

※子：18歳到達年度の末日(3月31日)を経過していない子 

 

長女詩音さんは19歳ですので、遺族基礎年金の対象外です。 

 

[遺族厚生年金] 

健吾さんは、厚生年金に加入中に死亡した場合、遺族厚生年金が支給対象

されます。 

 

[寡婦年金]  

第1号被保険者として保険料を納めた期間（免除期間を含む）が10年以上あ

る夫が亡くなった時に、10年以上継続して婚姻関係にあり、生計を維持され

ていた妻に対して60歳から65歳になるまでの間支給されます。 

 

寡婦年金は妻に対して、60歳から65歳になるまでの間支給されますが、妻の

年齢は45歳ですので、寡婦年金は対象外です。 

 

[中高齢寡婦加算額]  

妻が受ける遺族厚生年金には、40歳から65歳になるまでの間、加算されま

す。 

・夫が亡くなったとき、40歳以上65歳未満で、生計を同じくしている子がいな

い妻 

 

妻恵子さんは45歳で、年金法上の子(18歳になった年度の3月31日までにあ

る方)がいないため、中高齢寡婦加算の対象です 

 

 

よって、本問では、遺族厚生年金と中高齢寡婦加算が対象です。 

したがって正解は、3 

  



問20 

健吾さんは、今後の資産運用に、NISA(少額投資非課税制度)またはつみた

てNISA(非課税累積投資契約に係る少額投資非課税制度)を取り入れたいと

考えており、FPの馬場さんに質問をした。NISAおよびつみたてNISAに関す

るFPの馬場さんの次の説明のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1.「現在、取引のあるW証券にNISA口座を開設すれば、W証券で保有してい

る投資信託については、そのまま移管することができます。」 

 

2.「NISAは、上場株式を投資対象とすることができます。」  

 

3.「つみたてNISAは、個人向け国債を投資対象とすることができます。」 

 

 

 

  



【答え】 

1. 不適切 

一般口座や特定口座ですでに保有している有価証券をNISA口座に移管す

ることができません。 

逆にNISA口座から他の口座へ移管することは可能です。 

 

2. 適切 

[NISA比較] 
 一般NISA つみたてNISA ジュニア NISA 

対象者 日本在住で満18歳以上 日本在住で 

0歳〜19歳 

金融機関の変

更 

可能 

(1年ごとに変更可能) 

不可 

取引主体者 口座名義人(本人) 原則、親権者等 

非課税投資枠 年間120万円 年間40万円 年間80万円 

非課税期間 最長5年 最長20年 最長5年 

投資可能期間 

 

2023年まで 

 

2042年まで 

 

2023年まで 

対象商品 上場株式・株式

投資信託・J-

REIT・ETF等 

一定要件を備

えた投資信託

等 

上場株式・株式

投資信託・J-

REIT・ETF等 

ロールオーバ

ー(保有商品の

移管) 

可能 不可 可能 

払い出し制限 制限なし 制限なし 原則18歳まで払

出不可 

 

  



3. 不適切 

一般NISAやつみたてNISAは、公社債や公社債投資信託は投資することは

できません。 

 

 

 

 

したがって正解は、2 

 

 

 

 

-終- 

 


